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議事資料２ 
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１ 佐伯区まちづくり懇談会の開催について 

計画期間が 2020 年度で満了する広島市総合計画（基本構想及び基本計画）

の改定に当たり、区民等からの意見を幅広く頂きながら、区の地域特性を

生かした計画づくりを進めるため、佐伯区まちづくり懇談会（以下「まち

づくり懇談会」という。）を開催します。 

  まちづくり懇談会で「区のまちづくりの方向性」について検討し、広島

市総合計画審議会（以下「総合計画審議会」という。）での議論の中に反

映させ、市議会の議決を経て、改定後の広島市総合計画に掲載します。 

  また、住民による自立的な取組及び効果的な行政支援並びに区役所によ

る重点的な取組について意見交換を行い、事務局がアクションプランとし

て取りまとめます。 

 
２ 総合計画とアクションプランとの位置づけ 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区のまちづくりの方向性 
（基本計画と共有） 
・区の目指すべきまちの姿 
・区のまちづくりの方向性を実

現するための主な取組 
・広域都市圏の発展に資する取
組 

など 

・安全なまちづくりの推進に関
する基本計画 
・消費生活基本計画 
・総合交通戦略 

・子ども・子育て支援事業計画 
・元気じゃけんひろしま 21 
・高齢者施策推進プラン 
・障害者計画 
・地域福祉計画 

など 

（第６次）基本計画 

基本構想を達成するための施策の大綱を総合的・体系的に定める長期計画 

区のまちづくりの方向性 

アクションプラン 

重要施策 

広島市の部門計画等 

地域の課題解決に寄与 

基本構想 

広島市の都市像とそれを実現するための施策の構想など 

総合計画 

地域の魅力と活力向上に寄与 
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３ まちづくり懇談会の開催スケジュール 

  平成 31年（2019 年）2月以降、4回程度開催する予定です。（総合計画審議会は 5回開催を予定) 

 

４ まちづくり懇談会で委員のみなさんに話し合ってもらいたいこと 

 ⑴ 区の現状と課題 

⑵ 区のまちづくりの方向性 

⑶ 区の目指すべきまちの姿 

⑷ 地域資源を活用した、にぎわいづくりに資する住民による自立的な取組 

⑸ 住民主体の取組を実施するために効果的な行政支援 

⑹ 区役所による重点的な取組 

※ 住民による自立的な取組を実施するための手法については問いません。

（どのような手法でも構いませんが、「小さなエリアマネジメント」の活用

について、積極的にご検討ください。） 
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【小さなエリアマネジメント】 

 賑わいづくりによる地域コミュニティの活性化や町内会・自治会の財源

を確保するために、町内会・自治会等が、規制緩和により身近にある公園

等を有効に活用するものです。例えば、営利活動や自動販売機の設置を想

定しています。 


